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研究成果の概要（和文）：製品は様々なルートを通じて製造業者から消費者に届けられる。製造業者にとって
は、（１）自社製品をどのルートを通じて販売するか、（２）ルートに介在するプレーヤー（流通業者等）との
関係をいかに管理するかが、競争優位を構築する上での重大問題となる。しかし仮に製造業者が競争力のあるチ
ャネル構築に成功したとしても、市場環境が絶えず変化する今日では、その優位性はすぐに消滅してしまう。そ
うした環境にあって、製造業者はどうすればチャネルをうまく組み替えることができるか、あるいは競争優位保
持のために、チャネル・プレーヤーとどう付き合えば良いのか。これらの問題に回答を得るべく、多数の理論
的・実証的研究を行った。

研究成果の概要（英文）：Products are distributed from manufacturers to consumers through various 
channels. For manufacturers, the critical issues in building competitive advantage are (1) which 
channels to use to sell their products and (2) how to manage relationships with intervening players 
(distributors, etc.) in those channels. However, even if a manufacturer succeeds in building a 
competitive channel, that advantage will quickly disappear in today's constantly changing market 
environment. In such an environment, how can manufacturers successfully reconfigure their channels 
or how should they interact with channel players to maintain their competitive advantage? Numerous 
theoretical and empirical studies have been conducted to answer these questions.

研究分野： 流通論

キーワード： 流通チャネル　マーケティング　チャネル構造　新制度派アプローチ　取引費用　パワー・コンフリク
ト　社会的正当性

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
既存のチャネル研究は、経済的効率性の観点から、合理的なチャネル構造・チャネル関係を議論してきた。しか
し一旦、最適なチャネルを構築できたとしても、環境変化に合わせてその見直しと修正が必要となる。既存研究
が軽視してきた、このダイナミックなチャネル形成・維持・転換プロセスに光を当てたところに、本研究の学術
的意義がある。またオンライン・ショッピングの普及に象徴されるように、わが国の流通構造は大きな変化に直
面している。そうした環境変化に合わせたチャネルの修正・適応問題は、多くの製造業者に共通した悩みと言え
よう。本研究は、こうした経営現場の問題についても考慮し、実務的な示唆を提供した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
マーケティング・チャネルは、製造業者が製品・サービスを最終顧客に届けるまでのルートで

ある。企業が製品・サービスをどのように最終顧客へ届けるのかという問題は、あらゆる企業が
直面する最も重要なマーケティング課題の１つである。多くの既存研究は、企業が経済効率性の
観点からチャネル構造や取引形態を決定すると考えてきた。その例として、製造業者による流通
業者の使用と不使用（直営）の選択、ネット販売におけるプラットフォーム利用の決定、あるい
は複数のチャネルを同時に利用するか否か（マルチ・チャネル化の是非）などが挙げられる。 
本研究チームもこうした潮流の中で研究を蓄積してきたが、新たなる課題も浮上してきた。す

なわち、これまでの研究は、限定合理的な企業が所与の環境の下で、最適なチャネルを選択する
と想定してきた。しかしこのような理論的枠組では、環境変化に対して主体は即座に対応するも
のと考えられるため、現実に存在するチャネル構造は環境に合わせて常に変化を続けるだけで
なく、常に最適なものであり続けるはずである。しかし、現実は明らかにそうなっていない。例
えば、大型量販店やネット通信販売を始めとする新規なチャネルが登場した際に、多くの製造業
者が効率的なはずの新規チャネルへの転換に遅れ、優位性を失っているのである。 
 
２．研究の目的 
 上記の背景に基づくと、企業が持続的な競争優位を獲得するためには、ある１時点で最適なチ
ャネルを構築するだけでは不十分であり、環境変化に合わせて、絶えずチャネル構造やパートナ
ーとの関係を修正していく能力が必要となる。そこで本研究は、「製造業者が現行のチャネルを
見直し、新たなチャネル体制の構築を図る際に、それを駆動する要因は何か？」という目的のも
とに研究を行うことにした。 
加えてチャネルの修正は、企業が入手・活用可能な知識の変化を伴うものであるため、組織能

力（マーケティングのノウハウや製品開発力）との整合性にも配慮が必要となってくる。またチ
ャネル修正と一口に言っても、それは国内の文脈と海外展開の文脈では、その内容が異なる可能
性がある。それゆえ本研究では、取り組むべき具体的な課題として、次のサブ目的を設定した。 
 （１）チャネル構造転換とは何か、既存研究では何が空白地帯になっているか。 
 （２）チャネル構造転換は、組織成果といかなる関係を有するか。 
 （３）チャネル構造転換の１形態としての海外展開において、どのようなチャネル編成が有効

か。 
（４）チャネル構造転換やチャネル環境の変化の中で、製造業者はどうすれば自らの組織能力

を強化できるか。 
 
３．研究の方法 
チャネル構造の選択や取引関係管理に関する主流の研究は、新制度派経済学の取引費用論に

基づくものである。しかし取引費用理論に基づくアプローチは、チャネル構造・チャネル関係に
関する企業の選択を、経済効率性という単一の基準に求めている。つまり「外生的な環境条件が
定まれば、企業は常に最適なチャネルを選択できる」と暗黙裡に仮定しているのである。この仮
定を保持したままでは、機敏かつ成功裡にチャネルを転換できる企業と、そうでない企業の違い
を議論することはできない。 
そこで本研究では、取引費用論が抱える上記の問題を解決すべく、いくつかの工夫を行った。

第１に、理論的枠組として取引費用のみならず、組織学習（能力）、行動経済学などの知見を積
極的に取り入れた。第２に理論的・実務的示唆の頑健性を得るべく、ゲーム理論に基づく経済学
的な分析、企業ヒアリングの実施、質的比較分析（QCA）等の新たな方法の適用を行った。 
 
４．研究成果 
研究期間内においては、上記２．（研究目的）に記載された４つのサブ目的に基づき、研究メ

ンバーが多数の研究を蓄積してきた。公にされた主要な成果について、その概要を示せば次のと
おりである。 
 
（１）チャネル構造転換に関するレビューと理論的整序 

崔（2022）は、既存研究が企業のチャネル構造転換・再編行動を分析の射程に入れてこな
かったことを問題視し、重要なチャネル転換・再編行動であるチャネル拡張に焦点を当て、
それに関連する先行研究の文献レビューを行った。その上でチャネル転換・再編行動の類型
を弁別するための試案的な枠組みを提案した。 

また久保（2022）は、チャネル構造転換の中でも、垂直的構造が垂直統合型から長期継続
的関係へと構造転換する現象に注目して、いくつかの代表的な理論的枠組を吟味した。本論
のオリジナリティは、協調的関係論の発生背景について、既存研究で主流であった製造業者
から流通業者へのパワーシフトを原因とみなす「パワーシフト仮説」ではなく、当時の米国
の製造業で生じた垂直統合型企業の瓦解という「企業境界仮説」にたった解釈を試みたこと



にある。企業境界仮説に基づいて既存研究を概観すると、巨大な小売業者を擁する消費財産
業以外にも協調的関係が観察されており、様々な産業について研究が進んできたことが適
切に理解できると結論付けられた。 

 
（２）チャネル構造転換と組織成果に関する実証分析 

Choi & Hara（2022）は、取引費用論に基づくチャネル構造選択の説明を批判的に検討し、
企業の意思決定と組織成果の関係を分析した。具体的には、取引費用論は、流通における前
方統合の程度が資産特殊性や不確実性といった要因によって決まると仮定しているが、本
研究は、その「理論的に決まるはずの垂直統合の程度」と「実現される統合の程度」の乖離
（過剰統合または過小統合）がチャネル成果にどのように影響するのか検証した。 

さらに石井（2022）は、高い収益性につながるような、チャネル構造・チャネル関係にか
かわる多様な条件（関係特定的投資、コミュニケーション、パワー、コンフリクト、チャネ
ル統合、デュアル・チャネル等）の組み合わせパターンを探究した。その結果、高収益を生
み出す 4 つのチャネル戦略パターンを同定した。興味深いことに、敢えて消極的なチャネ
ル投資を実行することが、収益性にとって好ましい場合があることが発見された。例えば、
複数チャネルを用いる企業にとって、流通業者等のチャネル・メンバーとコミュニケーショ
ンをとることは、チャネル間で首尾よくコーディネーションを実施し、高収益を生み出すた
めに必須である。しかしながら、単一種類のチャネルを用いる企業は、コミュニケーション
に労力を掛けず、その代わりに関係特定的な資産の形成に投資することが、高収益実現のた
めに必須である。これが示唆していることは、新たな環境に直面する企業は、チャネル構造
自体の転換に失敗することはもとより、チャネル構造の転換に合わせて、チャネル関係管理
方法や、チャネル・メンバーとのコーディネーション方法の転換に失敗し、結果として首尾
よく環境適応できた他社に駆逐されてしまう危険性があるということである。 

 
（３）海外チャネル展開に関する実証分析 

Ishii（2021）は、海外市場における日本企業のチャネル戦略に焦点を合わせて、能力の
高い流通業者を利用することは、日本と制度的に近い国では有効であるものの、制度的に異
なる国においては成果を低める恐れがあるということを示した。また久保（2021）は、（a）
流通チャネルにおける取引関係の開始にあたって日本人はアメリカ人より消極的であるの
か、（b）関係特的投資はなぜオファー受諾意図を引き下げるのかを問うた。日米のサンプル
を用いたシナリオ実験の結果、アメリカ人は日本人よりも受諾意図が高いこと、関係特定的
投資は交渉者の予防焦点をプライミングすることで受諾意図を低めるという媒介関係があ
ることを見出した。 

 
（４）チャネル構造転換と組織能力に関する実証分析 

Hara & Choi（2021）は、チャネル関係の多様性と埋め込みが生産財メーカーの吸収能力
にどのように影響するのか検討した。そして関係の多様性は知の獲得に、埋め込みは知の同
化に正の影響を与えることを発見した。また、吸収能力の４つのサブセットの中で、獲得や
同化の潜在的吸収能力は、転換や活用の実現吸収能力に正の影響を与え、実現吸収能力はチ
ャネル成果を高めることを発見した。さらに結城（2021）は、新たに観察されているチャネ
ル環境の１つとして PB（プライベート・ブランド）の台頭に注目し、流通業者の交渉力が
増す中で、製造業者はいかにして PBの受託経験を NB（ナショナル・ブランド）の開発力強
化に活かせるかを、実証的に探究した。 
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